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前 文

　　　宇宙の開発は、人類に新たな活動領域をもたらすことによって、地球外に存在す

　　る空間及び資源の利用の途を開くとともに、広範かっ多様の先端的な技術力と活力

　　により、エネルギー、人口、食糧、環境等地球上の諸問題の解決に方向と可能性を

　　与えるものである。

●世界各国は・このような宇宙開発の臓に着目し・人類の未来槻かなものに築

　　き上げていくため、米国、ソ連、日本、西欧、中国等の打上機保有国を軸として、

　　国あるいは地域的な活動の活発化と国際的相互依存関係の深化という両面の動きを

　　含みながら、地球的規模で大きく飛躍している。

　　　一方、我が国の宇宙開発は、これまでの十数年の努力により、その基礎固めを重

　　点とした段階を終え、科学研究及び実利用の両分野にわたって、多様の計画を推進

　　すべき段階1に至っている。

　　　しかしながら、宇宙開発には、総合的、先端的技術が要求され、かっ、その遂行

　　には極めて長期にわたって準備と発展を重ねていく必要があるものであり、事態が

　　切迫してから、その開発を進めようとしても容易にできるものではない。

　　　さらに、宇宙開発は多額の資金を必要とするものであり、開発目標の選択及びそ

●のｱ鵬難欝筆綴欝ζ典章細論二兎諾熱のも．

　　に、段階的にその地歩を固め、かっ、これらに対する的確な評価と不断の見直しを

　　行いながら、これを実施していくことが不可欠である。

　　　以上のような認識のもとに、昭和53年3月17日我が国の宇宙開発の進め方につい

　　ての指針を示すものとして宇宙開発政策大綱を策定したが、その後5年余を経過し、

　　その間、宇宙開発をめぐる上記の認識自体には変化ほないものの、国内においては、

　　宇宙開発の順調な進展が見られ、「ひまわり」、「さくら」及び「ゆり」の成果により、将

　　来の宇宙利用に対する見通しがより明確になってきたこと、国外にあっては、スベ

　　ースシャトル、アリアンの運航に見られるように新しい宇宙活動あ展開が見られる

　　こと等我が国の宇宙開発をとりまく諸情勢に変化が見られる。この情勢の変化を踏
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まえ宇宙開発政策大綱を見直し、より現実的なものとなる」；う今回改訂を行ったも

のである。

　この大綱は、我が国の宇宙開発の進め方についての指針を示すものであり、今後

の我が国における具体的な宇宙開発活動の企画、立案及び推進は、この大綱に従っ

て、財政事情も考慮し実施していくものとする。

　なお、本大綱は、現時点における諸状況を踏まえ、今後の長期にわたる見通しの

もとに策定したものであるが、今後の科学の進歩、時代の変遷に即して、我が国の

宇宙開発の推進が的確なものとなるよう不断の検討と時宜に応じた見直しを行うこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
ととする。
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第1章　宇宙開発政策の基本方針

　第1節　大綱の対象期間と政策の体系

　　（1）大綱の対象期間

　　　　世界の宇宙開発は、数多くの先端技術を生みだすとともに、人類に宇宙の

　　　探究という新たな途を開いた時代から、今やその広範な応用領域を開拓し、

　　　これまでの技術的成果の一般化を急速に増進させていく時代に進みっつあり、

　　　さらに1990年代からは、ポスト・スベー・スシャトル時代として、大量の輸送

　　　や宇宙空間の自由な航行の手段の整備と相まって、全人類的規模で高度かっ

　　　大規模の活動が展開されることが予想されている。

　　　　本大綱は、このような状況の中で、我が国としても宇宙空間の開発の利益

　　　を享受するとともに、全人類的な協力のもとに進められることが予想される

　　　世界的な宇宙開発活動に参加していく能力を確立するため、今後15年程度の

　　　間における活動について、その方向と枠組を示すものとして策定するものと

　　　する。

　　（2）宇宙開発政策の体系

　　　①我が国の宇宙開発活動は、所定の目的ないし任務に従って体系づけられ

　　　　たいくつかの「宇宙開発シリー・ズ」と、これを構成する個々の「開発プログ

　　　　ラム」に整理してこれを進める。

　　②　「宇宙開発シリーズ」は、本大綱の対象期間内において速やかに実施すべ

　　　　きシリーズ及び対象期間内において国の内外にわたり科学的、技術的諸条

　　　　件の進展状況等を調査検討し、我が国として実施の可否を検討すべきシリ

　　　　ーズに区分し、本大綱においてそれぞれの進め方を定めることとする。

　　⑧「開発プログラム」は、システムの設計段階である「開発研究」、その基本

　　　設計から打上げまでの「開発」及び打ち上げた人工衛星の「運用」の各段階に

　　　　区分し、技術の進展状況、社会的必要性、財政の状況下を踏まえて毎年度

　　　　見直しを行いながら、宇宙開発委員会が別に定める宇宙開発計画において

　　　具体的内容を定めることとする。

＼
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　なお、開発研究の段階に至っていない先行研究、基礎研究等についても、

当面5年程度の間に実施するものについては、「開発プログラム」と合わせ

て宇宙開発計画に内容を定めることとする。’

④我が国の宇宙開発は、その基本的枠組と方向を示した大綱及び大綱の趣

　旨に従って宇宙開発委員会がその具体的内容を定める宇宙開発計画並びに

　宇宙開発委員会の議決を経て内閣総理大臣が定める基本計画に従って遂行

　することとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

第2節　宇宙開発政策の基本方針

　（1）社会的必要性及び国力との調和

　　　我が国の宇宙開発ほ、平和目的に限り広範かっ多様の社会的ニーズに十分

　　かっ効果的に対応していくことを基本理念として、また、宇宙の利用の一般

　　化が進展する時代に備えて、その利用を望む者が容易かっ適切に利用できる

　　ようなシステムを創出することを目標として全体の開発を進めることとする。

　　　また＼我が国は、これまで米、ソが行ってきた計画の多くを遂行しうる潜

　　在的能力を保有していると考えられるものの、長期にわたるとみられる経済

　　安定成長時代を迎え、その可能性のすべてを追求することは困難な状況にあ

　　る。

　　　このため、我が国においては、長期的観点から宇宙開発課題の重点を整理

　　し、その推進に当たっても、個々のプログラムの必要性、緊急性、経済性等　●

　　について不断の検討を加え、技術開発と利用の調和を図りっっ、国力及びそ

　　の置かれた状況に応じて、計画的かっ効率的にこれを進めることとする。

　（2）自主性の確保

　　　宇宙技術の分野においては、我が国は、これまで後発国として多分に先進

　　国に依存し、あるいは、その大きな影響のもとにこれを進めてきた。

　　　しかし、今後の我が国の宇宙開発においては、広範多様な宇宙開発活動を

　　安定的に遂行できるよう独自の技術力を確立していくこととする。

　　　また、我が国の宇宙開発活動を的確かっ自在に展開できるよう高度な技術、

　　力を保持していくこととする。
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　　なお、この際、我が国の宇宙開発活動に必要なすべてのものを国産化する

　必要はないが、少なくとも宇宙活動システムの主要部分一主要システムの設

　計技術、製作技術、管理運用ソフトウェア等一については、自らの手でこれ

　を措置できるようにすることとする。

（3）国際的活動との調和

　　我が国の宇宙開発は、可能な限り、世界における宇宙開発活動との調和を

　図りながらこれを進める。

　このため、我が国として必要となる各種の人工衛星やロケットの開発を進

めるとともに、低滅速回収や有人支援活動のような我が国の技術能力を超え

る活動が必要となった場合には、米国のスペースシャトル等を利用しながら、

我が国の字宙開発を国際的に高いレベルで推進することとする。

　また、これらの活動を通じて我が国が培った技術力を背景に、世界の宇宙

開発の効率化のために、宇宙基地計画等にも可能な限り積極的に参加し、世

界の宇宙開発に対して相応の分担と協力を行っていくこととする。

第3節　宇宙開発活動における重点目標

　　①科学研究の分野では、これまでの活動においても国際的に高く評価され

　　　るような顕著な実績をあげている。したがって、我が国の科学水準を世界

　　　的なレベルに保ち、人類社会の知的進歩に対して応分の貢献を行いうるよ

　　　う、この分野の活動の一層の促進を図り、さらには、我が国の国情に適し

　　　た新しい学問分野及びその応用領域の開拓を進めることに重点を置いてこ

　　　れを進める。

　　②実利用の分野では、これまでの開発により、宇宙応用のための基礎固め

　　　の段階を終え、今後の各種のミッションのシステム及び機器の技術的進展

　　　と相まって、いよいよ本格的な実用衛星計画の推進を可能とする基盤がで

　　　きあがっている。今後は、実利用の分野での活動を推進していくため、コ

　　　ストの低減に配慮しっっ、通信、放送、気象観測、電離層観測等のこれま

　　　でに進めてきた分野の技術の・一層の向上と実利用に十分応じうるような技

　　　術的信頼性と安定性の確立を図るとともに、航行、測地、海洋観測、資源
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「一一

探査、環境、材料製造、ライフサイエンス等の宇宙の特性を活かした各種

の応用分野の積極的な開拓を行う。また、ロケット及び人工衛星の技術の

高度化、応用能力の拡大等により、地上側負担の軽減化、ミッションの高

度化、操作の簡易化、低費用化、畏寿命化等に重点を置いて計画を進める。
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　　第2章　「宇宙開発シリーズ」

　　　第1節　今後15年間に実施すべきシリーズ

　　　　　　　今後15年程度の間に、我が国としては次の宇宙開発シリーズ及び課題を

　　　　　　遂行する。

　　　　（1）通信の分野における宇宙開発活動

　　　　　　通信の分野においては、既定計画における衛星、ロケット等の国産化を促

　　　　　進し、また、自主技術の開発を進め衛星開発技術の向上を図りっっ、実用に

●　供していくものとして「固定通信醒シリーズ」・「放送醒シリーズ」・「移

　　　　　動体通信・航行衛星シリーズ」を実施する。

　　　　　　なお、これらのシリーズでは新しい周波数や通信方式の開拓にも配慮しな

　　　　　がらこれらを進める。　　　　　　　　　／

　　！　①「固定通信衛星シリーズ」及び「放送衛星シリーズ」については、衛星

　　　　　　開発技術の向上を図り、また、この成果を踏まえて性能向上等を図りなが

　　　　　　ら、、需要の動向に合わせて整備運用を進める。

　　　　　②「移動体通信・航行衛星シリーズ」については、自主技術開発の成果を踏

　　　　　　まえて、国内的な需要や世界的な動向等を勘案しながら、順次実用に供し

　　　　　　ていくことができるようこれらの整備運用を進める。

　　　　　　　なお、衛星間通信技術の確立にも配慮しながらこれを進める。

　　　　（2）観測の分野における宇宙開発活動

●　　観測の分野においては、我が国の科学の発展のために、その時点その時点

　　　　　における世界的に最高水準の活動を行う「天文系科学観測シリーズ」及び「地

　　　　　球周辺科学観測シリーズ」並びに我が国の自主技術をベースとした観測系技

　　　　　術の確立を図るとともに、その実利用への応用の途を開いていく「海域及び

　　　　　四域観測衛星シリーズ」、これらの応用等を行う「電磁圏及び固体地球観測衛

　　　　　星シリーズ」及び既定計画の国産化の推進とその高度化、実利用への応用を

　　　　　行う「気象衛星シリーズ」を実施する。

　　　　　　さらに、地球周辺で培った技術の総結築として、また、宇宙技術の新たな

　　　　　飛躍への踏台として、月及び地球型惑星の探査を中心とした「月・惑星探査

　　　　　シリーズ」を実施する。
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　①「天文系科学観測シリーズ」及び「地球周辺科学観測シリーズ」については、

　　我が国の科学水準を国際的なレベルで維持、向上させ、同時に人類の文化

　　の向上に応分の貢献を行うことを目標として、毎年1個程度の中小型観測

　　衛星、数年に1個程度の大型観測衛星を利用した科学研究を行う。

　②「海域及び陸域観測衛星シリーズ」については、このような観測が実用と

　　してひとつの重要な分野となることにかんがみ、我が国の国情に合わせて

　　この分野の自主技術の早期確立を図るものとし、海域及び陸域に対する受

　　動運脚技倣び鋤型襯瀟の醗と応用範囲の拡大を図ることとす●

　　る。また、この分野では、各種の応用技術の進展に即して、農林漁業、環

　　境保全、防災、資源探査その他の利用分野への定着に特に留意しながらこ

　　れを進める。

　⑧　「電磁圏及び固体地球観測衛星シリーズ」については、電磁環境、測地、

　　地殻変動等の分野についてそれぞれの観測技術の高度化を図りながら、系

　　統的にこれを整備運用する。

　④「気象衛星シリーズ」については、現在の衛星技術について順次国産化及

　　び衛星の長寿命化を進め定常的に実用に供していくことができるよう整備

　　運用を進める。

　　　さらに、その後、観測の高精度化及び大気の垂直構造あ解明等のための

　　新たな手段の開発を進めるとともに、高能率気象観測技術の開発を図る。

⑤「月．醒探査シリーズ」については、これまでに培ってき馳球周辺の●

　　科学観測技術等の応用を図り、まず、月及び地球型惑星を中心とした科学

　　探査から実施し、これらの技術の進展状況や国際的状況を勘案しっっ、将

　　来は、単独又は国際的に共同して木星型惑星や小惑星の探査に活動を拡大

　　できるように配慮しながら計画を進める。

（3）宇宙実験の分野における宇宙開発活動

　　宇宙空間の環境条件を利用する宇宙実験の分野においては、理工学実験を

　行うとともに、この分野の代表的なものとして、また、将来産業的にも重要

　となってくるものとして、「材料実験シリーズ」及び「ライフサイエンス実験

　シリーズ」を実施する。
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①「材料実験シリーズ」については・声ず・地上における基礎実験または小

　　型ロケットによる飛翔試験並びに電気炉、分離装置等の多目的ないし特殊

　　実験機器を中心にして開発を進め、1988年頃からのシャト，ル搭載実験を手

　　始めに、米国のスペースシャトルを利用しながらこの分野の技術の発展を

　　図る。

　　　この分野では、各飛翔実験を通じて、できるだけ多くの実験を行い、そ

　　の結果を総合的に評価して、技術的にも軽挙的にも見通しのついた物質の

　　製造、加工等について、順次パイロット工場等その実用化のための計画を

　　進める。

②「ライフサイエンス実験シリーズ」については、地上基礎実験及び前記シ

　　リーズの成果等を踏まえて米国のスペースシャトルを用いて順次宇宙空間

　　での実験を進め、地上の諸科学の進展、実利用への応用の促進を図るとと

　　もに、生体物質の分離等をはじめこの分野の諸課題のうち、これらの実験

　　によって技術的、経済的に見通しのついたものについては、順次実用化の

　　計画を進める。

（4）人工衛星系共通技術の分野における宇宙開発活動

　①　衛星基礎技術

（i）　同時代に登場する人工衛星は、コスト低減や信頼性の向上のため、

　　できるだけシステム、サブシステム、部品材料等の共用及び標準化を

　　進める。

（ii）　人工衛星は必ずしも部品材料等のすべてを国産化する必要はないが、

　　特に定常的に用いることになるものについては、技術的安定性を保つ

　　ため、国内技術で点検、改修、改造等を行うことができ、迅速に再打

　　上げ等の対処ができるようにする。

（iil）　学宙開発活動の効率化を促進するため、技術試験衛星等により人工

　　衛星系共通技術を系統的に開発し、それを有効に使う形で計画を進め

　　ることとする。

（lv）　地上側負担の軽減や宇宙開発活動の質的向上を図るため、電源の大

　　容量化、搭載コンピュータの高性能化ぐ衛星制御技術の高精度化等の
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　　　　重点的な開発を進める。

　　（v）衛星の大容量化への需要に対応できるようにするため、衛星バスの

　　　　大型化・軽量化及びミッション機器の軽量化を進めるとともに、多様

　　　　な活動に応えるため衛星のクラスタ化技術及び衛星の自動組立て技術

　　　　の研究を行う。

　②シャトル搭載実験機等

　　　スペースシャトルを利用して行う実験のために必要な機能をまとめた実

　　験ユニット、実験室等のシャトル搭載実験機については、当初は材料製造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　実験、ライフサイエンス実験、理工学実験等を目的としたものとして計画

　　を進める。また、これらの宇宙実験については、その特性に応じた多様な

　　対応が可能となるよう、フリーフライヤの計画を進める。

　⑧　有人サポート技術

　　　我が国における有人計画は、当面、米国の有人宇宙船に依存してこれを

　　進めることとし、1988年頃に、まず第1回の計画を進め、材料実験等を主

　　体とした実験を行いながら有人操作技術の習得を行い、その後、油壷品、

　　機器類その他の応用技術の開発を主体として進めることとする。

　　　また、我が国独自の有人サポート技術については、今後、さらに十分な

　　調査検討を行い、その技術的見通し等が得られてから計画を進めることと

　　する。

（5）翰送系共通技術の分野における宇宙開発活動　　　　　　　　　　　　　●

　①我が国の保有するロケットは、固体推進薬を用いたMロケット、石油系

　　燃料を用いたN系ロケット及び液体水素燃料を用いたH系ロケットの3種

　　とし、それぞれのペイロードに対応した代表的機種として開発を行い、ま

　　た、これ以外の新たな機種の開発は行わず、むしろ必要に応じ複数衛星の

　　同時打上げや派生型ロケットの利用を行う等ロケットの応用能力の拡大に

　　重点を置いて計画を進める。

　②　Mロケット

　　　Mロケットについては、取扱いの簡便なシステムとして、今後も中小型

　　ミッションに活用していく。
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　　また、Mロケットは、さらに性能・信頼性等の向上を図りっっ、これに

　より蓄積された固体ロケット技術によって、上段部ロケット、固体補助ロ

　ケット、軌道問輸送機等の分野における技術の応用領域の拡大に資する。

⑧　N系ロケット

　　N－Hロケットについて、その国産化を進め、H－1ロケットが実用化

　されるまでの間の主力機種として活用する。

④　H系ロケット

　（i）　H－1ロケットは、静止軌道で550kg程度の人工衛星打上げを可能

　　　とする能力を有するものとし、これにより1985年以降の人工衛星の打

　　　上げ需要に応える。また、このロケットは、H－Hロケット、軌道問

　　　輸送機その他の1990年冬の技術の基盤を蓄積できるような形で開発を

　　　進めるものとする。

　（ii）　H－Hロケットは、静止軌道で2t程度の人工衛星打上げを可能す

　　　る能力を有するものとして開発を進め、これにより1990年代における

　　　大型人工衛星の打上げ需要に対応する。なお、必要に応じ複数衛星の

　　　同時打上げまたはH一巫ロケット派生型の打上げを行う。

⑤ロケット応用技術

　（1）　軌道変換技術は、宇宙開発活動の基本技術のひとつであるので、推

　　　進系技術の自主技術化を進め、その応用性能の拡大を図るとともに、

　　　人工衛星の軌道変換等の需要の動向に合わせて、イオンエンジンその

　　　他の幅のある支援技術の確立を図る。

　（ii）　ランデブ・ドッキング技術の確立は、大型構築物の建設等を可能と

　　　し、宇宙開発活動の分岐点をなしているので、可能な限り早期に、ラ

　　　ンデブ・ドッキングの技術を確立する。

　（董il）　回収技術については、当面、基礎研究を進め、今後の情勢の推移を

　　　見つつ、その後の進め方を検討する。

⑥射場整備運用及び追跡管制整備運用

　（i）　打上げ施設については、関係機関の要請に応じた打上げを可能とす

　　　るよう配慮しながら、1985年頃からはH－1ロケットの打上げができ
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　　るようにH－1射点の整備を行い、また、H－H射点の整備を行う。

（ii）追跡管制については、当面地上ネットワークによってこれを行い、

　　ランデブ・ドッキングを行う頃までに、衛星間通信技術を使用した追

　　跡管制システムを完成させ実用に供する。

第2節　今後15年間に実施について検討すべきシリー・ズ

　　　「宇宙ステーション」、「木星型惑星探査計画」、「宇宙パイロット工場」、「理

　　工学宇宙実験室」、「有人宇宙船」及び「有人軌道問輸送機」については、今後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　15年程度の問に、実施し、または、着手することの可能性、これらに対する

　　需要見通しについて今後、より一層の調査研究を行い、我が国としての方向、

　　進め方について決定していくことが必要である。特に、米国が提唱している

　　宇宙基地計画は当面する大型国際共同プロジェクトであり、我が国としても、

　　これに対応できるよう検討を進める必要がある。

第3節　その他考慮すべき点

　　　「宇宙工場」、「大型宇宙実験所」、「大型宇宙発電所」等については、将来重

　　要な活動となるものであり、第1節及び第2節の各宇宙開発シリーズの実施

　　に当たっては、これらの発展への考慮を十分に行っていく必要がある1

　　　なお、さらに将来の多様な宇宙活動の展開に対して、どのような打上げ手

　　段を用いていくかについては、将来の宇宙利用の姿を見定めて検討を進めて　●

　　いくこととする。
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第3章　宇宙開発の推進体制

　　　第2耶の諸活動を達駕するためには、確立された計画のもとに、国として一

　　体性を保ちっっ総合的かっ効率的に研究及び開発を行いうるよう開発体制の整

　　備を進める必要がある。

　　　したがって、次により各機関の果たすべき役割を明確にし、その役割に応じ、

体制を整備するものとする。

　この場合、自主技術を基調とした宇宙開発を進めるためにほ、研究、開発及

び利用の相互の有効かっ円滑な継続関係を確保するとともに、科学衛星及び実

用衛星の成果も相互に応用できるような体制の確立を図ることとする。このた

め先行研究、利用研究を行う機関及び宇宙開発事業団の開発部門の能力のより

一層の向上を図るとともに、関係機関が共同研究等を行いうるような開放され

た試験研究センターを整備し、9国全体として効率的な計画の捉進を図る。

　また、実際のプログラムの推進に当たっても、国全体として行うプロジェク

ト推進者の一員として、必要に応じ関係機関が適宜分担と協力を行うこととす

る。

①宇宙開発を的確かっ円滑に実施していくため、宇宙開発委員会における重

　要施策の企画調整機能及び関係行政機関における必要：な行政事務の遂行機能

　の一層の充実を図る。

②人工衛星の研究について、利用機関が、または、利用機関の要請に応じ宇

　宙開発事業団が、それぞれ利用の実態を踏まえた研究を進め、これらが開発

　段階に達したときには、宇宙開発事業団において開発を行うこととする。こ

　のため、宇宙開発事業団は、関係機関の要請に十分応えるようその技術能力

　を高めるとともに試験研究センターその他の充実に努める。また、宇宙開発

　事業団は可能な限り開発の過程で得られた成果を関係機関に提供する等その

　普及に努める。

　　なお、科学衛星の開発については、宇宙科学の研究に密接に関連して行わ

　れることにかんがみ、原則として文部省宇宙科学研究所において行うことと

　し、その機能の充実に努める。

一13一



③入工衛星打上げ用回ケットの開発については、宇宙開発事業団において行

　うこととし、関係機関の要請に十分応えるよう同事業団の技術能力を高める

　とともに、その機能の充実に努める。

　　なお、文部省宇宙科学研究所において進められているMロケットの開発は、

　同ロケットの信頼性が得られる段階までは、同研究所において引き続き行う。

④人工衛星等の軌道決定及び予報のための追跡は、宇宙開発事業団が行う。

　この場合、軌道決定及び予報のための追跡は、打上げ時の追跡管制及び必要

　に応じ各利用機関が設ける利用のための特殊な追跡系と密接な連携を保つ必

　要があるので、これらの追跡について宇宙開発事業団を中心とした密接な連

　絡通信網を整備する。

　　また、運用段階における人工衛星の管制については、当該人工衛星を用い

　て事業を行う者が管制を行うことが適当な場合には、自らこれを行い、当該

　事業者が適当な手段を有していない場合には、宇宙開発事業団の追跡管制部

　門を活用して効率的にこれを行う。

⑤宇宙開発に関係ある国立試験研究機関等は、それぞれの所掌に応じて、人

　工衛星及びロケットの研究並びに利用技術の研究及び開発を進め、宇宙開発

　事業団の行う開発に積極的に協力するとともに、これらに必要な施設の整備

　を行う。

⑥大学（文部省宇宙科学研究所を含む。以下同じ」）においては、自然科学の

　研究として必要な人工衛星、ロケット等に関し、幅広く研究が行われること

　を期待するとともに、必要に応じ、宇宙開発事業団の行う開発に協力するこ

　とを期待する。

⑦な：お、宇宙開発を行うに当たり、民間企業の果たす役割が大きいことにか

　んがみ、民間企業における研究及び開発の体制を強化するとともに、研究者

　及び技術者を充実して、自己の技術基盤の確立と向上を図り、国のプロジェ

　クトに対して積極的に参加協力することを期待する。
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第4章　宇宙開発基盤の整備

　第1節　国及び民間の技術基盤の強化

　　（1）国の技術力の強化

　　　　我が国の宇宙開発に関する基礎技術の蓄積が十分野なく、宇宙技術の海外

　　　依存度がまだ高い現状にかんがみ、大学、国立試験研究機関等における宇宙

　　　開発活動のシリーズに対応した基礎研究、先行研究としての特別研究等の強

　　　化を図り、これらの成果の積極的な活用を促進する。

　　　　この場合、大学、国立試験研究機関等における研究者の自由な発想に基づ

　　　く独創的、先駆的研究は、将来の自主技術の開発及び導入技術の利用、発展

　　　に種々の形で貢献するものであるので、このような自主性が活かされるよう

　　　配慮する。

　　（2）民間の技術力の強化

　　①我が国独自の技術の開拓及び活用を積極的に進めるため、主要構成部品

　　　　等における特定技術を駆使できる專門メーカーの発掘と育成を図る。

　　②シリーズ化に対応して研究投資、設備投資等の系統的、効果的な推進を

　　　　図るとともに、宇宙用品の標準化、規格化等を促進する。

　　⑧国のプロジェクトによる研究、製作を通じて、民間企業の能力を高める

　　　　とともに、各省庁、特殊法人等の助成機能を可能な限り活用し、民間企業

　　　の育成を図る。

　　④民間企業等においても、この大綱に示した指針、方策等が有効に遂行で

　　　　きるよう、可能な限り民間企業間の技術移転や共同研究開発の促進を期待

　　　　する。

　（3）宇宙開発以外の分野の技術との交流の促進

　　①宇宙開発活動の低コスト化を促進するため、可能な限り一般の生産設備

　　　等の活用を図る。

　　②宇宙開発投資が新しい一般生産品開拓の先行投資あるいは基盤投資とし

　　　て活用されることを促進する。

　　③宇宙活動により得られた技術の一般生産技術、医療その他の諸分野への

　　　応用の途を開拓する。
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第2節　開発の効率的推進

　①具体的な開発プログラムの推進に当たっては、次のような措置を講ずるこ

　　とによって、効率的に開発を進めることとする。

　　（1一）個々の宇宙開発活動を進めるに当たっては、標準モジュール、フリー

　　　　フライヤ、その他の共通系技術の動向をみながら、可能な限りミッショ

　　　　ンの統合化、集約化を図る。

　　（ii）　また、これらの打上げについても、ペイロードの余裕の活用、中小衛

　　　　星の複数打上げ等によって、可能な限りその効率的な推進を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

　　（1ii）　これらのために必要となる地上施設等についても、可能な限りその集

　　　　約化を図り、効率的な整備運用を行うものとする。

②宇宙技術は、全体的にまだ発展途上にあるため、個々のプログラムについ

　　ては、それ以上の技術的進展を要しないものを除いて、可能な限り技術の開

　　発とその業務への利用を併存させながらこれを進めることとする。

第3節　利用の促進

　①宇宙開発活動の応用範囲の拡大と、その利用の一般化を積極的に促進し、

　　生産の安定化、高信頼化及び低コスト化を図ることによって、直接的な受益

　　者の拡大を図る。

②また、そのための活動の一環として、宇宙活動に参加する者ができるだけ
　　廉価な費用で参加できるよう配慮するとともに、それぞれの参加の態様及び　O

　　程度に応じ、また、外国における同種のサービスとの均衡を図りながら、万

　　一の打上げ失敗時の対応をも考慮しっっ、適切な費用配分方策を樹立する。

一16一

第4節　国際協力の推進

　（1）国際共同プロジェクトの推進

　　①国際的な友好と協力関係の増進を図るためにも、適当な課題があるとき

　　　は、我が国の宇宙プロジェクトについて、外国の参加を認める。

　　②米国航空宇宙局等の国際共同プロジェクトについては、我が国としても

　　　これに参加し、我ゐf国の技術レベルの効率的な向上を図るとともに、国際

　　　的レベルでの活動の展開を図る。

　　⑧スペースシャトルの借用をはじめとする外国システムを利用した活動を

　　　展開していくに当たっては、その借用事務や専門的事項に至るまで定常的

　　　な連絡調整事務を一括して安定的に遂行するための体制を整備し、その効

　　　率的な実施を図る。

　　④米国が国際協力のもとに実施することを計画している宇宙基地計画にっ

　　　いては、参加の呼びかけを受けて、現在、我が国が参加する場合の基本構

　　　想1について検討を進めているところであるが、当面する大型国際共同プロ

　　　ジェクトとして、我が国としてもこれに対応できるよう検討を進める。

　　⑤　宇宙発電所、軌道間輸送機、大型惑星ミッション等の将来の大型プロジ

　　　ェクトについては、調査研究の段階からこれに参加し、国際共同プロジェ

　　　クトの一・員としてこれを進めるよう検討する。

　（2）多国間協力

　　①インテルサット、インマルサット等の国際的共同事業には積極的に参加

　　　し、そのシステムの製作等を幅広く分担することを考慮する。

　　②国際連合、その武門機関、国際学術機関その他の国際機関や多数国が協

　　　面して活動を進める国際的協力事業に積極的に参加し、相応の貢献を行う。

　　⑧　アジア太平洋地域等の地域協力プロジェク峯の推進を図る。

　（3）途上国への援助

　　　開発途上国との関係においては、情報提供ルート、方法の整備、研修生の

　　受け入れ、機材の援助、宇宙システムの供与、施設設備の供用等の多様な協

　　力活動を行う。
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「

第5節　宇宙活動秩序の整備

　　①宇宙開発活動が国際的に適切な秩序のもとで展開されるものとなるよう、

　　　我が国の立場も十分認識しながら国際的なルールの確立を促進する。

　　②我が国の宇宙開発活動についても、その適切な活動秩序を確保するとと

　　　もに、安全性保持、相互干渉防止その他の適正化を図るための手段を十分

　　　に講ずる。

　　　　また、これらに必要な安全基準に関する試験研究の推進及び使用材料、

　　　部品等の試験検定等に関する適正な基準の確立等も推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎

第6節推進環境の整備

　（1）普及啓発

　　　宇宙開発の円滑な推進を図るたあには、国民の十分な理解を得る必要があ

　　り、宇宙開発の全般にわたって総合的に普及啓発活語を行うものとする。

　　　また、民間団体等において、一層活発な活動が行われることを期待する。

　（2）人材養成

　　　我が国の宇宙開発活動の円滑な推進に必要な研究者及び技術者の養成をさ

　　らに充実していくため、大学の学部・大学院教育の充実に努める。

　　　さらに、これらの機関が産業界等における研究者、技術者の資質向上に指

　導的役割を果たすことにかんがみ、そのための機能の充実を期待する。

　　　また、既存の研究者及び技術者の再教育を図るため、内外の蜜学及び研修　●

　のための制度を充実する。

（3）情報流通の捉進

　　宇宙開発の分野においては、関連する科学技術の分野が広く㍉また、その

　進歩が速いため、情報の適切な処理と有効な利用を図ることとし、情報流通

　機能、特に情報の収集、処理、サービス等の機能を充実するものとする。

　　なお、宇宙開発に伴なう技術的波及効果は、大きくかっ多方面にわたるの

　で、その成果の普及利用に努めるものとする。
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（4）事業実施関連の周辺対策の推進

　①昭和60年代からは、打上げの自由度を確保することが必要となってくる

　　ので、関係者の十分な理解を得るよう努めるとともに、所要の方策を講ず

　　る。

②衛星間通信を利用した追跡管制技術が確立するまでは、海外地上局等の

　　設置等が必要となるので、国際的な協力ネットワークの整備を図るととも

　　に、地上局等を海外に設鍛する際の協力三国の状況に合わせた一般的な国

　　際協力についても配慮していくこととする。

一19一


